令和元年度　第１回　公正採用・雇用促進会議　会議録
１　開 催 日　　令和元年７月25日（木曜日）　13時から15時
２　会　　場　　エル・おおさか　南館4階　大阪総合労働事務所 Ｂ会議室
３　出席委員　　一般財団法人大阪府人権協会　業務執行理事兼事務局長　　　　　　　　　　柴原　浩嗣
大阪府人権教育研究協議会　会長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　若田　透
大阪商工会議所　人材開発部部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　興津　厚志

公益社団法人関西経済連合会　労働政策部労働問題担当部長　　　　　中井　正郎
日本労働組合総連合会大阪府連合会　副事務局長　　　　　　　　　　　　　黒田　悦治

大阪市立大学　准教授　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　廣岡　浄進
大阪府高等学校進路指導研究会　会長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 若林　智子
関西大学　名誉教授　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 石元　清英

大学等専門委員会　座長　　　　　　　　　　　　　　　　　　                熊本　理抄
大阪労働局労働基準部　監督課長　　　　　　　　　　　　　　             津田　惠史
大阪労働局職業安定部　職業対策課長　　　　　　　　　　　　            尾崎　哲一
大阪府教育庁　教育振興室長　　　　　　　　　　　　　　　　               村田　純子
代理出席：副理事　柴　浩司　）

大阪府教育庁　私学課長　　　　　　　　　　　　　　　　　　                近藤　未生
（代理出席：参事　和田　文孝　）

大阪府府民文化部　人権局長　　　　　　　　　　　　　　                 　山本　讓
（代理出席：参事　田邉　雅之　）

大阪府商工労働部労働政策監　　　　　　　　　　　　　　              　　土肥　洋子　

４　議事要旨
座長を選出
（1）平成30年度会議概要の報告（事務局）

　大学卒業生等に対する啓発、その中で性的マイノリティに関する議論。また、連合の採用選考に関する実態把握アンケート結果が報告された。また、履歴書等における性別欄の取り扱いについて引き続き議論を深めていくこととなった。
（2）大学等専門委員会の報告（大学等専門委員会座長）
問題事象は、家族に関することが多い。大学の担当者からは０件、学生から４１件あったことを踏まえると、大学における啓発も必要と痛感している。
継続審議事項として何年間か議論されている履歴書・応募書類の性別欄扱いについても意見交換が行われた。性別記載によって属性情報を把握しつつ積極的差別是正措置を導入しないのが問題であり、法律の観点から専門家の助言を得ながら議論を継続してほしい。
（3）中学校高等学校職業能力開発等専門委員会（以下「中・高・能等専門委員会」という）の報告
（中・高・能等専門委員会座長）

２回開催した。問題事象があった企業では、公正採用選考人権啓発推進員新任基礎研修を受けていない企業が多い。また、推進員が選任されていて新任基礎研修を受けているにも関わらず、推進員でない他の者が面接をして問題事象になったケースがあり、会社内でのシステムの浸透がなされていないのではないかなどの意見があった。
（委員）応募書類の性別欄の取扱いをどうするか議論をしてきた。
（座長）前に進めるために小委員会を作って議論していただき、たたき台を作成しこの場で議論する方法を検討してほしい。
（委員）要綱に部会を設置できるとあり、その際に委員以外のものを構成員とすることも明記されている。
（事務局）研究会、小委員会方式を含めて検討したい。
（4）技術専門校等における受験報告書の不適切な取扱いがあった件
（事務局）夕陽丘校にて文書の廃棄・分別作業中、残っていた受験報告書の中に就職差別につながる恐れのある質問項目にありと書かれたものがあり、他の校でも同様であった。このため、全校から人材育成課に当該書類を送るように指示した。結果、問題事象の概要として、25年から29年分で受験報告書枚816枚　項目数1,314件であった。
（委員）取り組んだのだけど不十分なところがあったというよりも最初からできていなかったという事象だと思う。抜本的見直しというこれまでのものを少し作り変えるのではなく、初めからきちんとやっていく、再スタートとするべき。「生徒が不快を感じていない」「合否への影響を懸念して生徒が希望しない」という観点で判断したことが問題である。結果的には生徒の権利を奪ったことになる。

　　問題事象があるのにそれに対する対応ができていなかったということで、学卒以外の企業への取組を構築し直すための取組みになる。

　　雇用促進会議で問題がチェックされなかったことについて、きちんと議論していくために、専門委員会の再編も必要ではないかと思う。

（委員）介護や子育てなどのある方の就職活動で、違反質問をさせないのと同時に雇う側が気になっていることについては採用後に対応するようになど、企業側へもう少し丁寧な対応を求める余地があるのではないか。

（事務局）繰り返しの企業への配慮については、求人を出すときなど、何度か求人事業所と話す機会があるため、その際にきめ細かく啓発することができる。
企業に指導するとなれば、本人が探してきた求人で合否に影響があったらどうしてくれるのかという声もあると聞いている。

企業現場の悩みに対応できるほどのスキルがなかったので、一緒に相談しながら考えていく際に、皆様方のご指導、ご意見をいただきたい。

（委員）「言わないでほしい」という場合に生徒に寄り添ってということだが、「なぜそういう風に生徒が思うのか」というところに寄り添ってほしい。

（事務局）生徒にも問題があったようにとられかねないため、もう少し丁寧な記載にする。

問題事象があった場合には、組織として対応し、本人に不利益にならないように理解してもらったうえで、報告書を提出してもらい、今後あとに続く面接を受ける人のために見直しされていくという、この公正採用の取組の意義等をしっかり啓発していきたい。
（委員）「会社全員で神社にお参りに行くから宗教的に無理ではないか」というような質問がされている。神社参りができないと不採用だと受け取れる質問である。単に採用の面接時にしてはいけないことということではなく、雇用継続の課題であり、採用したらおしまいではなく、信教の自由を侵害するような業務命令がでるような慣習が維持されているような状況は問題である。

（座長）さまざまな問題事象が表に出てこなかったということで、企業への指導の時期を逸したということもあり、問題であると思う。今委員からも色々と指摘があった。各委員の意見を取り入れる形次回の中高能等専門委員会で報告し、そこで意見を出していただきたい。
　また、技術専門校の今回の事案も踏まえた「中・高・能等専門委員会」の再編という提案については、中・高・能等専門委員会で委員の意見を踏まえて事務局で整理し、各委員に報告していただきたい。
(5)全体の意見交換

（委員）連合でもアンケートを実施している。その結果を踏まえ、就職差別撤廃へ向けた要請を、大阪労働局へ行った。大阪府へは、政策要請として行う予定である。
（座長）受験者の適正な能力・やる気以外の事柄を聞くというのは、違反行為であることが常識になっているはずだが、そうでない人もまだまだいることを痛感した。なお、技専校については、9月20日開催予定の中・高・能等専門委員会の意見も踏まえて、事務局で整理してほしい。
